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第 2 章 評価の実施方針 

2-1 評価の目的 

本件評価調査の目的は、以下のとおりとする。 

 

 日本の対ウガンダ援助の意義を踏まえ、これまでの対ウガンダ援助政策を総括的に評価し、

今後の対ウガンダ援助政策の方向性に係る教訓・提言を得ること 

 ウガンダ周辺国並びにアフリカ全体への援助の在り方及び援助協調の盛んな国における

日本の支援に対する教訓・提言を得ること 

 評価結果を公表することで国民への説明責任を果たすとともに、関係国政府や他ドナーに

評価結果をフィードバックすることで、これら政府の日本の政府開発援助（ODA: Official 

Development Assistance）への理解促進に役立てること 

 

2-2 評価の対象 

本件評価調査の対象は、これまでの日本の対ウガンダ援助政策全般とする。対ウガンダ援

助政策に対する評価は、対ウガンダ ODA の意義、これまでの両国間の経済協力政策協議を

踏まえて策定された対ウガンダODAの基本方針及び重点分野（人的資源開発、基礎生活支援、

農業開発、持続的経済成長）をベースとする。 

レビューする政策の対象期間は、日本の対ウガンダ ODA 方針を決める最初の経済協力政

策協議が開催されたのが 1997 年 7 月、また PEAP が策定されたのが同年 6 月であったため

1997 年から現在までとする。なお、1997 年に策定された政策が実際に案件に反映されるのは

2～3年後に開始された案件からと想定されるので、調査対象案件としては2000年以降開始の

ものとする。 

 

 

 

ビクトリア湖 
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一般無償*** 草の根・人間の安全保障無償他 技術協力プロジェクト その他

・経済運営 中等教育強化に関する支援 中等理数科強化プロジェクト(2005-2008) ボランティアプログラム

・生産・競争力・所得向上 2002-2009/23件, 2.7億円 研修員受入

・治安・紛争解決・災害管理

・グッドガバナンス

・人間開発 職業訓練強化に関する支援 ナカワ職業訓練校(1997-2002) ボランティアプログラム

2000-2009/10件, 0.54億円 職業訓練指導員研修(2004-2006) 研修員受入

小学校施設建設に関する支援 (広域: アフリカ人造り拠点プロジェクトフェーズ2)

2000-2009/20件, 1.81億円 (広域: アフリカ人造り拠点プロジェクトフェーズ3)

文化無償2件（2002,2003/0.40億円）

地方給水計画(2/3)(2000/9.74億円） 地方給水に関する支援

地方給水計画(3/3)(2001/8.28億円） 2004-2009/16件, 1.15億円

第二次地方給水計画（1/2）(2003/2.77億円） 日本NGO連携無償1件(2007/0.11億円） ボランティアプログラム

第二次地方給水計画（2/2）(2004/3.22億円） 研修員受入

ソロティ地域医療体制改善計画（2002/1.64億円） 保健サービス強化に関する支援 医療器材保守・管理プロジェクト(2006-2009) ボランティアプログラム

2001-2008/14件, 1.13億円 保健医療協力計画アドバイザー(2010) 研修員受入

予防接種体制整備計画（2010/4.51億円）

対ウガンダ

ＯＤＡ基本方針
運輸・交通網改善に関する支援 東部アフリカ地域税関能力向上（2009-2013）

・貧困削減と持続的成長 2006,2008/2件/0.17億円

ボランティアプログラム

研修員受入

中波ラジオ放送整備計画（2007/11.12億円）

プジャガリ送電網整備計画（2007/34.84億円） 第二次地方電化計画(1/2)（2007/7.13億円）

第二次地方電化計画(2/2)（2008/5.74億円）

ボランティアプログラム

研修員受入

債務免除(2003/62.47億円） 債務救済(2001,2002/1.87億円）

・平和の定着

・人間中心の開発 稲研究・研修センター建設計画（2008/6.51） コメ振興に関する支援 ネリカ適応化計画（稲育種）（2007/3.8億円）

・経済成長を通じた貧困削減 2001,2006,2007/3件/0.21億円 ネリカ振興計画プロジェクト（2008-2011）

ボランティアプログラム

研修員受入

畜産振興に関する支援 家畜疾病対策計画プロジェクト(2007-2009) ボランティアプログラム

2008/1件/0.05億円 研修員受入

地場産業強化・振興に関する支援 一村一品運動促進(2009-2011) ボランティアプログラム

2005-2007/4件/0.31億円 研修員受入

農業普及・訓練所改善計画(3/3) （2000/0.16億円） その他

2001/1件/0.1億円

北部地域復興に関する支援

2004-2008/8件/0.84億円

日本NGO連携無償1件(2006/0.09億円） 難民向け食糧援助（WFP）（2001/3.2億円）

食糧援助（WFP）（2002-2010/27.1億円）

「平和の定着」支援（UNICEF）(2004/10.2億円）

貧困農民支援（FAO）(2005,2007/2.97億円）

国際機関を通じた贈与（2件）（2008/7.15億円）

ウガンダ国会計検査院能力向上支援（2008-2011） ボランティアプログラム

研修員受入

日本NGO連携無償2件(2002,2004/0.07億円）
開発調査型技術協力：収穫後処理及び流通市場開

発計画(2003-2006/2.7億円）

洪水のための緊急援助1件(2007/0.12億円） 草の根技術協力（支援型）1件(2008)

ボランティアプログラム

研修員受入

＊PEAPより
**97年7月の経済協力政策協議において基礎インフラ、人的資源開発、基礎生活支援及び農業開発を重点に置いた無償資金協力、技術協力を中心とした協力を検討していくこととした。
***無償資金協力年度は、E/N締結年度とした。

ウガンダ国重点開発課題* 重点分野** 開発課題 協力プログラム 有償資金協力
無償資金協力 技術協力

国際機関を通じた支援

人的資源開発

初等後教育強化

中等理数科教育強化 中等理数科強化全国展開プロジェクト          (2008-

2011/2.09億円)

職業訓練教育強化
ウガンダ国職業訓練指導員養成プロジェクト

(2007-2010)

その他

基礎生活向上

生活用水供給 地方給水整備

開発調査型技術協力：チョガ湖流域水資源開発・管

理計画調査(2009-2011)

保健サービス向上 保健サービス強化

東部ウガンダ医療施設改善計画(1/2)

（2005/7.96億円）

東部ウガンダ医療施設改善計画(2/2）

（2006/8.73億円）

中央ウガンダ医療施設改善計画（詳細設計）

（2010/1.35億円）

中央ウガンダ医療施設改善計画

（2010/17.41億円）

対ウガンダＯＤＡの意義

持続的経済成長 経済成長促進

運輸・交通網改善

ナイル架橋建設計画（2010/91.98億円）
第二次カンパラ市内幹線道路改善計画（1/2）

（2002/3.68億円）

ＴＩＣＡＤプロセス下における
対アフリカ支援

開発調査：大カンパラ都市圏道路網および交通改善

計画調査(2009-2010)

成長を通じた貧困
削減

・安定と発展を支援することにより
大湖ひいてはアフリカ全体の平和と
発展に貢献

第二次カンパラ市内幹線道路改善計画（2/2）

（2003/3.32億円）

カンパラ市内交通事情改善計画(1/2)
（2005/4.62億円）

カンパラ市内交通事情改善計画(2/2)

（2006/3.16億円）

電力供給強化

開発調査型技術協力：水力開発マスタープラン策定

支援プロジェクト(2009-2011/2.7億円）)ナイル赤道直下湖周辺国送電線連結計画

（2009/54.06億円）

農業開発 農業近代化促進

コメ振興

開発調査型技術協力：東部ウガンダ持続型灌漑開発

計画              (2003-2007/3億円）

東部ウガンダ持続型灌漑農業開発計画（2008-

2011/3億円）

畜産振興 家畜疾病診断・管理体制強化計画プロジェクト

(2010-2013)

地場産業強化・振興

その他

平和定着支援 北部地域復興支援 北部地域復興支援

アティアク－ニムレ間道路改修計画
（2009/33.95億円））

ウガンダ北部地域国内避難民帰還促進のための生
活基盤整備計画（2010/13.4億円）

開発調査型技術協力：アムル県総合開発計画策定
支援(2009-2011/5億円）

緊急無償災害難民支援（UNICEF）
（2000/0.36億円）

開発調査型技術協力：アムル県国内避難民帰還促

進のためのコミュニティ開発計画策定支援

(2009-2011/5億円）

帰還民児童のための緊急人道支援（UNICEF）

（2006/2.23億円）

コミュニティ参加を通じた子供のための環境整備計画

（UNICEF）（2007/5.37億円）

その他 その他

公共財政
管理強化

環境・気候変動対策
気候変動による自然災害対処能力向上計画（2010/5

億円）

その他

 
図 2-1：目標体系図 
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2-3 評価の実施方法 

評価調査の実施に当たっては、評価対象期間の日本の対ウガンダ援助政策を外務省発行

の「ODA評価ガイドライン（第5版）」（2009年2月）に準拠し、「政策の妥当性」「結果の有効性」

「プロセスの適切性」の 3 つの観点から総合的に評価を行った。 

各評価視点の概念を踏襲しつつ、対ウガンダ援助政策をより論理的に分析するために、「プ

ロセスの適切性」を 2 つに分け、時系列で政策を追っていく方法を採用した。すなわち、「対ウガ

ンダ援助政策は適切なプロセスにのっとって策定されたか」「策定された政策の妥当性は高い

か」「策定された政策にのっとって援助事業が実施されたか」「その結果として援助事業は効果

があったか」という手順で分析を行った（表 2-1 参照）。 

 

表 2-1：評価分析・検証の 4 つのディメンション 

段階 プロセス アウトプット 

政策策定 (1) 適切性 (2) 妥当性 
政策実施 (3) 適切性 (4) 有効性 

 

なお、評価の視点、項目、主な評価設問、指標等の基本的な考え方は、「表 2-2：評価の枠組

み」のとおりである。 

 

2-3-1 策定プロセスの適切性 

対ウガンダ援助政策が適切なプロセスにのっとって策定されたかどうかを検証した。具

体的には、1997年、2006年の日本・ウガンダ両国間の経済協力政策協議及び1999年の

プロジェクト確認調査中に実施された協議の際に、十分な情報分析を踏まえ、両者の合意

の下、妥当な意思決定プロセスにより政策が策定されたかどうかを確認した。 

 

2-3-2 政策の妥当性 

策定された対ウガンダ援助政策の内容が妥当であるかどうかを検証した。妥当性は、

「ウガンダの開発ニーズとの整合性」、「日本の上位政策との整合性」、「国際的な優先課

題との整合性」、「他ドナーとの関連性」、「日本の独自性・優位性」の評価項目をもとに判

断した。 

「ウガンダの開発ニーズとの整合性」、「日本の上位政策との整合性」、「国際的な優先

課題との整合性」では、対ウガンダ援助政策が、ウガンダの開発政策や計画、日本の

ODA 大綱・ODA 中期政策・国際協力重点方針、そしてミレニアム開発目標などの国際的

な優先課題と照らし合わせて、どの程度整合性を有しているのかを確認した。 

「他ドナーとの関連性」では、日本の対ウガンダ援助政策と主要ドナー・国際機関の対ウ

ガンダ援助政策との共通点・相違点を確認し、その上で「日本の独自性・優位性」として、

他の援助機関に比べて日本が対外的・技術的に優位な分野に支援を行っていたのかどう

かを検証した。 
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2-3-3 実施プロセスの適切性 

策定された対ウガンダ援助政策にのっとって援助事業が実施されたかどうかを検証した。

政策の内容が対ウガンダ国事業展開計画に反映され、援助事業が展開されていったプロ

セスを確認した。援助事業としては、有償、無償、技術協力、草の根・人間の安全保障無償

資金協力等の各スキームによって実施された案件を対象とした。また、本件評価調査では、

目安として 2000 年以降に実施された案件を対象とし、各案件の実施の「妥当性」と「タイミ

ング」を調査した。 

また、事業の実施中にもウガンダ側のニーズを継続的に把握する取組がなされたか、

実施状況を定期的に把握するモニタリングが行われたか、実施に際し他ドナーとの連携が

取られていたか等を確認することによって、実施プロセスの適切性を検証した。 

 

2-3-4 結果の有効性 

以上の策定・実施プロセスを経て対ウガンダ援助政策を実行に移した結果、援助は有

効であったかどうかを検証した。有効性は、「目標達成への貢献度」の評価項目をもとに判

断した。 

ただし、この「貢献度」で注意したいのは、ウガンダに対する日本の援助額は年々増え

てきてはいるものの、対ウガンダ全援助額における割合は 2007 年実績で 3%程度である

ことから、いずれの貢献度の判断においても、ウガンダ全体のマクロ経済指標をもとに、

日本の援助の貢献度を定量的に計るのは無理があると言える。よって、対ウガンダ援助

政策の下に実施された各案件の貢献度をもとに、政策の貢献度を定量的・定性的に検討

し、有効性を判断することとした。 

 

2-4 評価の手順と枠組み 

 

2-4-1 評価の手順 

本件評価調査は、2010 年9 月から 2011 年3 月までを実施期間として行われた。また、その

間、外務省関係者、JICA 関係者、評価チーム（評価主任、アドバイザー、コンサルタントからな

る）をメンバーとする検討会が 4 回実施された。本評価の具体的な手順は以下のとおりである。 

 

1. 実施計画（評価デザイン）の策定（2010 年 9 月～10 月） 

評価の目的・対象・評価方法・作業スケジュールなどを含む評価の実施計画（評価デザ

イン）を策定した。また、具体的な評価項目、評価設問、評価指標、情報収集先等をまとめ

た評価の枠組み（表 2-2）を作成し、関係者の合意を得た。 

 

2. 国内調査8（2010 年 10 月～12 月） 

実施計画に基づき、評価の判断に必要な情報を収集した。文献による調査、資料の分

                                            
8 国内及び現地調査のインタビュー先については、巻末の「添付資料 3. 面会者リスト」を参照。 
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析、関係者へのインタビューを行った。また、外務省関係各課や JICA 等関係者を交えた

検討会を適宜開催した。現地調査準備としてウガンダ国内の関係者へのヒアリング調査の

ために質問票を作成し、外務省及びローカルコンサルタントを通じて対象者に配布を行っ

た。 

 

3. 現地調査9（2010 年 11 月） 

国内での事前調査を踏まえ、現地調査を行った。現地調査では、日本側・ウガンダ側関

係機関への訪問・インタビュー、統計資料等のデータ収集、実施案件の視察・案件関係者

へのインタビューを実施した。視察案件は、円借款、無償資金協力、技術協力、草の根・人

間の安全保障無償の各スキーム及び各援助重点分野のバランスを考慮し選定を行った。

現地調査終了後は検討会で調査結果を報告した。 

 

4. 収集情報の分析及び報告書の作成（2010 年 12 月～2011 年 3 月） 

国内調査及び現地調査にて収集した情報をもとに、評価分析を行い、結果を報告書にと

りまとめた。 

 

2-4-2 評価の枠組み 

各評価視点において分析を行う際の評価の枠組みは次ページの「表 2-2：評価の枠組み」の

とおりである。 

 

                                            
9 現地調査スケジュールについては、巻末の「添付資料 2. 現地調査日程」を参照。 
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表 2-2：評価の枠組み 

評価対象：日本の対ウガンダ援助政策   評価対象時期：1997 年～2010 年（ただし、実施案件は 2000 年以降を対象とする） 

評価 
視点 

評価項目 主な評価設問 評価指標 情報源／情報収集先 

政
策
の
妥
当
性 

ウガンダの開発 
ニーズとの整合性 

日本の対ウガンダ援助政策

が、ウガンダの開発政策・計画に

示される開発ニーズとどの程

度、整合性を有しているか。 

● PEAP（Poverty Eradication Action Plan）との整合性 

● PEAPの初期と終期におけるウガンダの政策環境の変化に対応

の有無 

● 重点支援分野の各セクター計画との整合性 

【文献調査】 

･ 貧困撲滅行動計画（PEAP） 

･ 重点支援分野のセクターペーパー 

【インタビュー・質問票調査】 

･ ウガンダ財務省（MoFPED） 

･ JICA 関係部署 

日本の上位政策との

整合性 
日本の対ウガンダ援助政策

が、上位政策である日本の ODA
大綱、ODA 中期政策、国際協力

重点方針、日本の対アフリカ協

力政策とどの程度、整合性を有

しているか。 

● ODA 大綱・ODA 中期政策・国際協力重点方針においてとの整

合性 

● TICAD プロセス下における対アフリカ支援の基本方針・重点分

野との整合性 

【文献調査】 

･ ODA 大綱・ODA 中期政策 

･ 国際協力重点方針、TICAD 関連資料 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 外務省関係部署 

国際的な優先課題と

の整合性 
日本の対ウガンダ援助政策

が、国際的な優先課題と照らして

どの程度、整合性を有している

か。 

● 国際的な優先課題の中で、日本の対ウガンダ援助政策の基本

方針・重点分野が直接的・間接的に記載の有無 
【文献調査】 

･ ミレニアム開発目標 

･ 世界開発報告・人間開発報告 

･ TICAD・NEPAD 関連文書 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 外務省関係部署 

･ JICA 関係部署 

･ 国際機関 

他ドナーとの関連性 日本の対ウガンダ援助政策と

主要ドナー・国際機関の対ウガ

ンダ援助方針との共通点・相違

点は何か。 

● 他ドナーの対ウガンダ援助方針との共通点・相違点の確認・比

較 

● 日本の対ウガンダ援助政策について他ドナー支援と相互補完関

係の有無 

【文献調査】 

･ 他ドナーの対ウガンダ援助方針 

･ セクター・プログラム関連文書 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 在ウガンダ日本大使館 

･ JICA ウガンダ事務所 

･ 他ドナー・国際機関 

・ ウガンダ政府省庁 
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評価 
視点 

評価項目 主な評価設問 評価指標 情報源／情報収集先 

日本の比較優位性 他の援助機関に比べて日本

が対外的・技術的に優位な分野

に支援しているかどうか。 

● 主要ドナーの支援状況の把握 

● ウガンダを重点支援国とする小規模ドナーの援助状況 

● 他ドナーの対ウガンダ援助方針との共通点・相違点の確認日本

の支援分野のドナー間における優位性 

【文献調査】 

･ 他ドナーの対ウガンダ援助方針 

･ 日本及び他ドナーの実施案件リスト 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 外務省関係部署 

･ JICA 関係部署 

･ 在ウガンダ日本大使館 

･ JICA ウガンダ事務所 

･ 他ドナー・国際機関 

･ ウガンダ政府省庁 

プ
ロ
セ
ス
の
適
切
性 

政策策定プロセスの

適切性 
日本の対ウガンダ援助政策

が、適切なプロセスにのっとって

策定されたか。 

● 日本・ウガンダ両国間の経済協力政策協議の際の十分な情報

収集・ニーズ把握の有無 

● 情報収集及びニーズ把握した結果が政策に反映されている程度

● 両国間の意思決定プロセスについての実施体制の妥当性及び

充実度 

● 策定プロセスにおける両国の関係者間のコミュニケーションの良

好さの程度 

● 他援助機関や市民社会との意見交換・調整の有無 

● ジェンダー配慮や社会的弱者への配慮の有無 

● PEAPの初期と終期におけるウガンダの政策環境の変化に対応

した政策策定が行われている度合い 

【文献調査】 

･ 経済協力政策協議の関連資料（参加者リスト、

会議記録） 

･ 現地 ODA タスクフォース組織図及び協議記録 

･ ウガンダ政府援助窓口機関の組織図 

･ 国別援助方針案 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 2006 年経済協力政策協議関係者 

･ 現地 ODA タスクフォース関係者 

･ 外務省関係部署 

･ ウガンダ政府省庁 

･ 他ドナー、市民社会（NGO フォーラム等） 

プ
ロ
セ
ス
の
適
切
性 

政策実施プロセスの

適切性 
策定された日本の対ウガンダ

援助政策に則って援助事業が実

施されたか。 

● 政策に従って案件形成が行われ実施されているかの確認 

● 事業の実施中にウガンダ側のニーズを継続的に把握する取組

の実施程度 

● 実施状況を定期的に把握するモニタリングの程度 

● 案件実施中、ウガンダ・日本側のコミュニケーションの程度 

● 実施案件の満足度もしくは不満足度 

● 実施に際し他ドナーとの連携・競合程度 

● 案件実施の際の市民社会参加の度合い 

● PEAPの初期と終期におけるウガンダの政策環境の変化に対応

した案件実施が行われているかの度合い 

【文献調査】 

･ 対ウガンダ国事業展開計画 

･ 各実施案件報告書・評価報告書 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 在ウガンダ日本大使館 

･ JICA 関係部署／ウガンダ事務所 

･ 各実施案件関係者 

･ ウガンダ政府省庁 

･ 他ドナー 

･ 市民社会（NGO フォーラム等） 
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評価 
視点 

評価項目 主な評価設問 評価指標 情報源／情報収集先 

結
果
の
有
効
性 

目標の達成度 対ウガンダ援助政策の目標体

系図で示された各目標（政策目

標・重点課題）が個別援助活動

によりそれぞれどの程度達成さ

れたのか。 

右記指標の変化に占める日本

の個別援助活動の貢献度や波

及効果を定量的に判断するのは

困難であるため、国内・現地関係

者インタビューから得られる情報

で定性的に評価する。 

● ポスト初等教育の充実度 

● 生活用水供給の拡充程度 

● 保健サービスの向上度 

● 経済基礎インフラの整備程度 

● 農業近代化の促進程度 

● 北部地域復興の進展度 

● 完了案件及び実施中案件の進捗状況 

● 各案件の上位目標達成度 

【文献調査】 

･ 各実施案件報告書・評価報告書 

･ ウガンダ統計資料 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 外務省関係部署／在ウガンダ日本大使館 

･ JICA 関係部署／ウガンダ事務所 

･ 各実施案件関係者 

･ ウガンダ政府省庁 

･ 他ドナー 

･ 市民社会（NGO フォーラム等） 

目標達成への 
貢献度 

個別援助活動が「成長を通じ

た貧困削減」にどのように貢献

し、どの程度効果的であったか。

● 個別援助活動が「成長を通じた貧困削減」の進展程度・スピード

に及ぼした影響 

● 個別援助活動がウガンダ政府や他ドナーの「成長を通じた貧困

削減」に関する意思決定に及ぼした影響案件同士が連携するこ

とによってプログラムとして期待された相乗効果の有無 

● 案件効果の持続可能性の有無 

● 他ドナーとの連携、補完関係の有無 

【文献調査】 

･ 各実施案件報告書・評価報告書 

･ ウガンダ統計資料 

･ 日本案件を取り扱ったメディア記事等 

【インタビュー・質問票調査】 

･ 外務省関係部署／在ウガンダ日本大使館 

･ JICA 関係部署／ウガンダ事務所 

･ 各実施案件関係者 

･ ウガンダ政府省庁・他ドナー 

･ 市民社会（NGO フォーラム等） 
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2-5 評価調査チームの実施体制 

本評価は、以下のメンバーにより編成された評価チームによって実施された。 

 

評価主任 

斎藤 文彦 龍谷大学 国際文化学部 国際文化学科 教授  

 

アドバイザー 

吉田 栄一 アジア経済研究所 地域研究センター 研究員  

 

評価業務従事者 

花井 正明 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 ／総括 

菊池 剛 ㈱日本開発サービス 調査部 主席研究員 ／副総括 

飯塚 謡子 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 ／評価分析 1 

長谷川 さわ ㈱日本開発サービス 調査部 研究員 ／評価分析 2 

織本 厚子 ㈱日本開発サービス 調査部 研究員 ／情報収集・分析 1 

稲葉 智子 ㈱日本開発サービス 調査部 研究員 ／情報収集・分析 2 

 

現地調査には、菊池主席研究員及び長谷川研究員を除く上記メンバー、及びオブザーバー

として、外務省中東アフリカ局アフリカ第二課より谷口智史外務事務官が参加した。 

 

2-6 評価の制約 

本評価の実施に当たっては、国内及び現地にて可能な範囲の情報収集に努めた。しかし、

本評価の対象期間が長期にわたることから、1997 年から 2002 年の初期の政策策定過程に関

与した日本側政府機関関係者へのインタビューは困難であった。また、ウガンダに対する国別

援助方針が策定されておらず、また、国別援助方針に類する日本の援助計画を明文化した資

料や、入手できる経済協力政策協議文書が限られていることから、得られる情報に限界があっ

た。 

「結果の有効性」の分析・評価作業の過程において、2-3-4 で述べたとおり、ウガンダに対す

る日本の援助額は年々増えてきてはいるものの、ウガンダがドナー国・機関から受けた全援助

額における割合は 2007 年実績で 3%程度である。いずれの貢献度の判断においても、ウガン

ダ全体のマクロ経済指標をもとに、日本の援助の貢献度を調査期間内で定量的に計測するの

は難しい。こうした状況から、対ウガンダ援助政策の下に実施された各案件の貢献度をもとに、

政策の貢献度をヒアリング調査に基づき検討し、有効性を判断した。 

本評価は、以上の制約の下で、入手可能な情報・データと関係諸機関関係者へのヒアリング

調査に基づいて実施された。 

 




